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第７章 建設副産物処理設計積算要領

７－１ 宮城県建設副産物処理設計積算要領

（目 的）

第１条 この要領は，宮城県土木部が発注する土木・建築工事の施工に伴い発生する建設副産物の発生の抑制，再生

利用の促進及び適正処理を推進するに当たり，その設計積算に関して，必要な事項を定めるものとする。

（定 義）

第２条 この要領において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。

(1) 建設副産物 工事に伴い副次的に得られる物で，建設発生土，有価物及び建設廃棄物をいう。

(2) 再生資源 工事に伴い副次的に得られた物（副産物）のうち，有用な物であって原材料として利用すること

ができる物又はその可能性のある物をいう。

(3) 建設廃棄物 工作物の建設工事及び解体工事（改修工事を含む）に伴って発生する廃棄物をいう。

(4) 再資源化施設 建設工事に係る再生資源を利用するために必要な加工を行う施設をいう。

(5) 処理施設 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃掃法」という。）に基づき許可された産業廃棄物最

終処分場及び再資源化施設又は元請が所有している自社最終処分場をいう。

(6) 再生利用 建設副産物を工事現場内又は再資源化施設等において再生し，建設資材として使用することをい

う。

(7) 指定副産物 資源の有効な利用の促進に関する法律施行令別表第七で定める，土砂（建設発生土），コンクリー

ト塊，アスファルト塊及び木材をいう。

(8) 災害廃棄物由来の再生資材（盛土材） 原料は災害廃棄物や津波堆積物であり，主に震災廃棄物処理施設にお

いて，再生処理を行った資材をいう。

(9） 建設発生土再生プラント 建設汚泥とは異なり，廃棄物処理法に規定する廃棄物ではない建設発生土を受入れ，

土質改良プラントにおいて良質な土質へ加工を行う施設をいう。

（再生資源の利用）

第３条 工事執行者は，次の各号に該当する建設資材を要する工事を施工する場合には，可能な限り再生資源を利用

しなければならない。

(1) 土砂

(2) 砕石

(3) 加熱アスファルト混合物
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（建設発生土の利用）

第４条 工事執行者は，建設発生土を利用する場合において，次の表の左覧に掲げる区分に応じ，主として右欄に掲

げる用途に利用する。

区 分 用 途

第一種建設発生土 工作物の埋め戻し材料

（砂，れき及びこれらに準ずる物。） 土木構造物の裏込材

道路盛土材料

宅地造成用材料

第二種建設発生土 土木構造物の裏込材

（砂質土，れき質土及びこれらに準ずる 道路盛土材料

物。） 河川築堤材料

宅地造成用材料

第三種建設発生土 土木構造物の裏込材

（通常の施工性が確保される粘性土及び 道路路体用盛土材料

これに準ずる物。） 河川築堤材料

宅地造成用材料

水面埋立て用材料

第四種建設発生土 水面埋立て用材料

（粘性土及びこれに準ずる物。）

２ 工事執行者は，建設発生土を前項の表に記載されていない用途であっても，土質改良や適切な施工管理によって

使用可能であれば積極的に利用する。

（コンクリート塊の利用）

第５条 工事執行者は，コンクリート塊を利用する場合において，再生骨材等として，次の表の左覧に掲げる区分に

応じ，主として右欄に掲げる用途に利用する。

区 分 用 途

再生クラッシャーラン 道路舗装及びその他舗装（駐車場の舗装及び

建築物等の敷地内の舗装（以下同じ））の下

層路盤材料

土木構造物の裏込材及び基礎材

建築物の基礎材

再生コンクリート砂 工作物の埋め戻し材料及び基礎材

再生粒度調整砕石 その他舗装の上層路盤材料

再生セメント安定処理路盤材料 道路舗装及びその他舗装の路盤材料

再生石灰安定処理路盤材料 道路舗装及びその他舗装の路盤材料

２ 工事執行者は，建設工事の施工又は完成後の工作物の機能に支障が生じないときは，前項の規定にかかわらず，

コンクリート塊を再生骨材等以外の建設資材として利用することができる。
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（アスファルト塊の利用）

第６条 工事執行者は，アスファルト塊を利用する場合において，再生骨材及び再生加熱アスファルト混合物として，

次の表の左欄に掲げる区分に応じ，主として右欄に掲げる用途に利用する。

区 分 用 途

再生クラッシャーラン 道路舗装及びその他舗装（駐車場の舗装及び

建築物等の敷地内の舗装（以下同じ））の下

再 層路盤材料

生 土木構造物の裏込材及び基礎材

骨 建築物の基礎材

材 再生粒度調整砕石 その他舗装の上層路盤材料

再生セメント安定処理路盤材料 道路舗装及びその他舗装の路盤材料

再生石灰安定処理路盤材料 道路舗装及びその他舗装の路盤材料

再生 再生加熱アスファルト安定処理混合 道路舗装及びその他舗装の上層路盤材料

加熱 物

アス 表層基層用再生加熱アスファルト混 道路舗装及びその他舗装の基層用材料及び表

ファ 合物 層用材料

ルト

混合

物

２ 工事執行者は，建設工事の施工又は完成後の工作物の機能に支障が生じないときは，前項の規定にかかわらず，

アスファルト塊を再生骨材及び再生加熱アスファルト混合物以外の建設資材として利用することができる。
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（指定副産物の搬出）

第７条 工事執行者は，指定副産物を工事現場から搬出する場合において，その利用を進めるため，次の表の左欄に掲

げる区分に応じ，原則として，右欄に掲げる搬出先へ搬出する。

区 分 搬 出 先

建設発生土 以下に示す「建設発生土の搬出フロー」に基

づき搬出先を選定する

コンクリート塊 再資源化施設（距離の制限なし）

アスファルト塊

木 材 工事現場から５０キロメートルの範囲内の再

資源化施設

建設発生土の搬出フロー

２ 工事執行者は，前項にかかわらず，建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１６条ただし書きに該当す

る場合には，建設発生木材を縮減（焼却等）することができる。

３ 工事執行者は，再資源化施設に受入れ能力の限界を越える等の事由がある場合には，建設廃棄物として最終処分場

に搬出する。

４ 工事執行者は，建設発生土を第１項のフローに基づき調整をした結果，他の建設工事との受入れ時期及び土質等の

調整が困難である場合には，残土として処分する。

建設発生土の搬出がある

所内調整及び各地区盛土材
連絡調整会議等を活用して

他の地区での工事を探す

調整可 調整不可
調整結果を優先
（工事間利用）

５０km以内に他の地区での工事が

ある ない

土質・工期を確認し
た上で利用調整し，
工事現場に搬出

残土として
その他の受入地に搬出

５０km以内に建設発生土
再生プラントが

ある ない

建設発生土
再生プラントに搬出
（受入費用は見積）

調整ができなかった場合
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（再生資源の搬入）

第８条 工事執行者は，工事目的物に要求される品質等を考慮したうえで，次の表の左欄に掲げる区分に応じ，右欄

に掲げる搬入先から可能な限り再生資源を搬入する。

区 分 搬 出 先

再生骨材 工事現場から４０キロメートルの範囲内の再

資源化施設

再生加熱アスファルト混合物 工事現場から４０キロメートル及び運搬時間

１．５時間の範囲内の再生加熱アスファルト

混合物を製造する再資源化施設

建設発生土 以下に示す「盛土材の利用フロー」に基づき

搬出先を選定する

盛土材の利用フロー

土砂等（土質材料）を利用

所内調整及び各地区盛土材
連絡調整会議等を活用して

再生資材／他の地区での工事を探す

調整可 調整不可調整結果を優先
（工事間利用）

５０km以内に他の地区での工事が

ある ない

土質・時期を確認した
上で調整し利用

（近距離を優先する）

５０km以内に災害廃棄物由来
の再生資材のストックヤードが

ある ない

災害廃棄物由来の再生資材
の受入れ基準（平成25年12
月11日付け事管号外）を満た
す事を確認できれば利用

５０km以内に建設発生土

再生プラントまたは汚泥処理土の
製造施設（再資源化施設）が

ある ない

土質（品質）・時期・出荷可能量を
確認した上で調整し利用

（購入費用は見積）

民間開発地との調整
広域的な資源調整の活用
（公的土取場の活用）

利用量を確保できる
民間土取場が

ある ない

土質を確認した上で購入土を利用
（運搬費＋購入土単価が安価な

場所から購入する条件で設計計上）

条件等を総合的に検討し利用

調整ができなかった場合

基準を満たさない場合

調整ができなかった場合
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２ 工事執行者は，県単独事業の舗装工事において，原則として，再生材の供給可能な地区については再生材を使用す

る。

３ 工事執行者は，補助事業の舗装工事にあっては，出来るだけ再生材を使用するものとし，その場合，当面，事前に

事業主務課と協議するものとする。

４ 道路管理者等は，道路占用者等から道路等の占用許可申請があったときは，その許可に当たって，支障ない限り再

生材の使用を勧めるものとする。

５ 土木部に属する地方機関の長は，それぞれの機関において発生したアスファルト塊の数量と，必要最小限同数量程

度の再生材の使用に努めるものとする。

６ 工事執行者は，盛土材の利用について，第１項のフローに基づき調整をした結果，民間土取場からの購入も困難な

場合には，事前に事業主務課と協議するものとする。

（建設副産物の情報収集）

第９条 工事執行者は，建設副産物の利用に当たって，あらかじめ建設副産物の発生及び利用に関する必要な情報の収

集に努めるものとする。

（建設発生土の搬出及び盛土材の利用の設計積算）

第 10 条 工事執行者は，建設発生土の搬出及び盛土材の利用に関する設計積算を，次の各号に定めるところにより行

う。

(1) 工事間流用を行う場合は，搬出先または搬出元の所在地(市町村の町字名まで），数量，運搬距離について，発

生する工事及び流用する工事のいずれの設計図書にも条件明示するものとし，その場合，必要に応じて運搬費を

直接工事費に計上する。なお，施工条件としては指定事項とし，運搬については，原則として，工期が重複する

期間内に行う。

(2) 災害廃棄物由来の再生資材（盛土材等）を利用する場合は，再生資材を利用する旨（ストックヤードの所在地

(市町村の町字名まで），数量，運搬距離）について，設計図書に条件明示するものとし，その場合，必要に応

じて運搬費を直接工事費に計上する。なお，施工条件としては，指定事項とする。

(3) 再生プラント等への搬出または改良土の購入を行う場合は，再生プラント等への搬出または改良土の購入する

旨（再生プラント等の所在地(市区町村名まで），数量，運搬距離）について，設計図書に条件明示するものとし，

費用については，再生プラント等での受入料金または改良土の購入料金と当該施設までの運搬費との合計とし，

最も経済的になるような施設を選定する。なお，施工条件としては，再生プラント等を活用すること自体は指定

事項とするが，施設の選定は任意とする。

(4) 民間土取場から盛土材の購入を行う場合は，購入土を利用する旨（民間土取場の所在地(市区町村名まで），数

量，運搬距離）について，設計図書に条件明示する。なお，費用については，盛土材の価格と現場までの運搬費

（盛土材の価格が現着単価の場合は除く）との合計とし，最も経済的になるような民間土取場を選定する。なお，

施工条件としては，購入先は任意とする。

(5) 大量に盛土材を購入する必要がある工事においては，施工性を考慮し，工事施工箇所周辺のすべての再生プラ

ント等および民間土取場の中から，必要盛土材が確保できる適切な施設を複数選定することができるものとする。

なお，経済性を優先して施設を設定した場合よりも，割高となる場合は，設計書の積算根拠資料に施設の選定理

由を添付するものとする。

(6) 改良土等及び盛土材の価格は，労務資材設計単価表（以下「単価表」という。）によるものとし，明記されて

いない施設から購入する場合には見積りによる。

２ 工事執行者は，建設発生土が，再生利用不可能な場合は，実状に即した適正な処分費と運搬費を計上し，設計図

書に条件明示する。
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３ 工事執行者は，受注者から改良土または盛土材の購入先の変更の申し入れがあった場合には，次の各号に定める

ところにより行う。

(1) 土質等の品質に問題が無いことが確認された場合には，購入費用（購入価格及び運搬費）を設計変更の対象と

する。ただし，変更による購入費用が当初設計と比較し割高となる場合は，購入先の変更のみを承諾し，設計変

更は行わないが，やむを得ない理由が確認された場合については，この限りではない。

(2) 大量に盛土材を購入する場合を除き，リサイクル促進の観点から，再生プラント等からの購入を優先とする。

４ 工事執行者は，明示した条件に変更が生じた場合には，設計変更などにより適切に対処しなければならない。

（再生利用の設計積算）

第 11 条 工事執行者は，建設副産物の再生利用に関する設計積算を，次の各号に定めるところにより行う。

(1) 再生利用する建設副産物の種類，使用数量，使用区分及び工法等を設計図書に条件明示するものとし，その

場合，必要に応じて現場内運搬費を直接工事費に計上することができる。

(2) 他工事に流用する場合は，再生利用する建設副産物の種類及び数量について，発生する工事及び流用する工

事のいずれの設計図書にも条件明示するものとし，その運搬は，原則として，工期が重複する期間内に行う。

(3) 再生骨材及び再生加熱アスファルト混合物の価格は，労務資材設計単価表（以下「単価表」という。）による

ものとし，明記されていない地域で使用する場合には見積りによる。

２ 工事執行者は，明示した条件に変更が生じた場合には，設計変更などにより適切に対処しなければならない。

（建設副産物処理の設計積算）

第 12 条 工事執行者は，建設副産物の処理に関する設計積算を，次の各号に定めるところにより行う。

(1) 建設副産物の処理を行う場合は，現場内利用を優先し，それが不可能な場合には，近隣の再資源化施設へ搬

出する。

(2) 再資源化施設へ搬出出来ない建設副産物については，建設廃棄物として廃掃法の許可を得た最終処分場に搬

出する。

(3) 処理費用の積算に当たって，最も経済的になるような処理施設を選定する。

(4) 処理費用は，処理施設における中間処理に要する料金又は最終処分処理料金と当該処理施設までの運搬費と

の合計とする。ただし，副産物を原材料として買受けする再資源化施設に搬出する場合には，売却当額を直接

工事費から減額する。なお，処理する建設副産物の種類，処理施設の種類（中間処理・再資源化施設，最終処分

場など）及び所在地(市区町村名まで），処理方法，運搬距離，数量について，設計図書に条件明示する。

(5) 各品目ごとの処理料金は，単価表によるものとし，単価表で定めていない建設廃棄物の処理料金は見積りに

よる。

(6) 処理費用に関する積算は，土木工事標準積算基準書による。

２ 工事執行者は，明示した条件に変更が生じた場合は，設計変更などにより適切に対処しなければならない。

（処理施設の変更）

第 13 条 工事執行者は，処理施設が災害を受けた時又は保健所等の指導により建設副産物を受け入れが出来なくな

った場合には，設計変更を行う。

２ 工事執行者は，設計計上した再資源化施設が受入れ敷地等の理由により処理出来なくなった場合には，他の再資

源化施設又は最終処分場に変更する。

３ 工事執行者は，受注者から自社最終処分場に処分したいとの申し入れがあった場合には，次の各号に定めるとこ

ろにより行う。

(1) 当該最終処分場が，廃掃法に基づき許可されている処分場の場合は，処理施設及び処分費を設計変更の対象

とする。ただし，変更による処分費が当初設計と比較し割高となる場合は，処理施設の変更のみを承諾し，設計

変更は行わない。
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(2) 当該最終処分場が，廃掃法に基づく許可を受けていない一定規模以下の処分場の場合は，最終処分場の表示

（様式第１号）の設置，廃棄物の飛散，流出防止のための囲い及び施錠の設置，土地所有者及び周辺住民の承

諾等の要件を満たすものを処理施設として認め，前号と同様の取り扱いとする。

(3) 前号の要件を満足しているか否かについては，所轄保健所の意見を参考とする。

４ 工事執行者は，処理施設を変更した場合には，その経過を明らかにしておかなければならない。

（確 認）

第 14 条 工事執行者は，受注者の利用及び処理の実績を提出させ，その内容を確認しなければならない。

（協 議）

第 15 条 この要領により難い場合には，土木部事業管理課と協議するものとする。

（附 則）

１ この要領は，平成５年４月１日から施行する。

２ 平成３年３月７日制定の土木・建築工事に伴う建設廃棄物処理設計積算要領及び土木・建築工事に伴う建設廃棄

物処理設計積算指針並びに建設廃棄物再生材使用基準は廃止する。

（附 則）

この要領は，平成１９年４月１日から施行する。

この要領は，平成２６年４月１日から施行する。

様式第１号（第１２条関係）

最終処分場の表示

25 産業廃棄物の最終処分場

25 産業廃棄物の種類

25 埋立処分の期間 年 月 日 － 年 月 日 100

25 管理者名 連絡先

50 50 25 75

200
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７－２ 建設副産物の体系
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７－３ 解 説

○第２条関係

１ 廃棄物とは，占有者が自ら利用又は他人に有償で売却することができないために不要になった物をいう。

（ 自ら利用」とは，他人に有償売却できる性状の物を占有者が使用することをいい，排出者が自己の生産工程「

， 。）へ投入して原材料として使用する場合を除き 他人に有償売却できない物を排出者が使用する場合は該当しない

土木工事の施工に伴い発生する残土（汚泥を除く）は，廃掃法の対象となる建設廃棄物から除外される。

２ 廃棄物処理の基本事項

１）排出事業者は，事業活動に伴って生じたすべての廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならな

い。

２）建設廃棄物を適正に処理するため，発注者・元請業者・下請業者・処理業者は，互いに協力しなければなら

ない。

３）工事執行者は，建設工事等の発注に際し当該工事に伴って生じる建設廃棄物の処理方法を仕様書に明示しな

ければならない。

） ， ， 。４ 元請業者は 発注者・下請業者・処理業者との協力体制を整備し その円滑な運営を図らなければならない

５）下請業者は，元請業者の指定する処理業者に建設廃棄物を適正に渡す。

ただし，下請業者が，処理業者としての元請業者から委託を受けて処理する場合は，この限りでない。

６）処理業者は，元請業者と処理契約を締結したうえで，適正に処理しなければならない。

３ 排出事業者等の責務

１）建設工事等における関係者の責務と役割

建設廃棄物を適正に処理するためには，元請業者のみならず，発注者，下請業者，処理業者などの関係者がそ

れぞれの立場に応じて責務を果たすことが大切である。

ア 工事執行者の役割

① 廃棄物の発生を少なくする設計に心がける。

② 廃棄物の処理方法を設計図書などに明示する。

③ 請負業者から，廃棄物の処理方法を記載した施工計画書を提出させる。

④ 処理内容に見合う処理費用を支出する。

⑤ 工事中は，廃棄物の処理が適正に行われているか，注意を払う。

⑥ 請負者が処理業者を使っているときは，処理業者の監督を適切に行うよう，請負者を指導する。

⑦ 工事が終了したときは，請負者に報告等を求め廃棄物が適切に処理されたことを確認する。また，作

業所（現場）に建設廃棄物が放置されていないか，注意を払う。

イ 元請業者の責任と役割

① 元請業者が中心となって，発注者－元請業者－下請業者－処理業者の間の協力体制を整備し，円滑に

運営する。

② 設計図書に廃棄物の処理方法が記載されていない場合は，発注者に申し出る。

③ 発注者に廃棄物の処理方法を記載した施工計画書を提出する。

④ 建設廃棄物の取扱い方法について，教育，啓発等により従業員や関係者に周知徹底される。

⑤ 建設廃棄物の取扱いを下請業者任せにしない。

⑥ 建設廃棄物の性状や処理方法を把握する。

⑥ 処理業者に委託する場合は，運搬と処分のそれぞれについて委託契約を行う。
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⑥ 建設廃棄物の処理を委託する場合には，指示した内容を確実に行わせるよう監督する。

， 。⑦ 処理業者から処理報告書を提出させ 処理が契約内容に沿って適正におこなわれたかどうか確認する

⑧ 処理内容に見合う処理費用を支出する。

⑨ 建設廃棄物処理の結果を発注者に報告する。

⑩ 処理実績を整理して記録し，保存する。

ウ 下請業者の責任と役割

① 下請業者だけの判断で処理しない。必ず，元請業者の指示を受けてから処理する。

② 工事にかかる前に処理方法を元請業者と協議する。

③ 元請業者から処理方法の指示がない場合は，指示を受ける。

④ 処理を請負うときには，処理業者としての許可を取得しておく。

⑤ 処理を請負わないときには，元請業者の指定した処理業者に廃棄物を適切に渡す。

エ 処理業者の責任と役割

① 産業廃棄物処理業の許可を受けた範囲に応じた処理契約を元請業者と結ぶ。当然，許可証に記載され

ていない廃棄物の処理を請負ってはならない。

② 廃棄物を受け取るときには，契約内容と同じであることを確認する。

③ 収集・運搬業者は，必ず元請業者から処分先の指示を受け，かつ確実に運ぶ。

④ 中間処理又は最終処分業者は，搬入物の処分を自ら行わなければならない。

⑤ 中間処理又は最終処分の終了後，速やかに終了日及び処理状況を元請業者に報告する。

⑥ 処理実績を帳簿に記載し保存する。

⑦ 委託を受けた個々の処理業者が処理料金を直接元請業者に請求する。

○第３条関係

再生資源利用の基本事項

１）工事執行者は，建設工事の発注に当たっては，再生資源を利用するよう努めるとともに，再生資源を資材と

して指定し，これらの事項について設計図書に条件明示し，必要な費用を計上しなければならない。

また，明示した条件に変更が生じた場合は設計変更などにより適切に対処しなければならない。

２）工事執行者は，建設工事の発注に当たっては，建設副産物を再生資源として利用することを促進し，再資源

化施設に搬入するよう設計図書に条件明示し，必要な費用を計上するとともに，建設副産物の発生の抑制を

図るよう努めること。

また，明示した条件に変更が生じた場合は，設計変更などにより適切に対処しなければならない。

３）工事執行者は，再生資源を資材として利用する場合，生活環境保全上の支障が生じないよう，建設副産物の

性状に応じた，適切な処理及び利用を関係法令及び工作物に要求される機能を考慮して行う。

４）再生利用が困難なものについては，廃掃法に定める安定型処分場，管理型処分場又はしゃ断型処分場に，建

設廃棄物として適正に処理する。

○第５条関係

次の条件を満たす建設廃材は，工事用資材として認められる場合がある。

１）破砕材の粒度が利用目的により調整されている。

２）破砕材に鉄筋，木片等の異物の混入がない。

３）破砕材に有害物質等，生活環境の保全上支障を生ずるものが付着していない。
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４）発注者又は排出事業者と再生利用する工事現場等の発注者又は元請業者等関係者間における再生利用に関す

る契約が確実である。

○第１０条関係

建設廃棄物の運搬

建設廃棄物を他工区に流用して再生利用する場合は，元請業者自ら運搬する時は運搬業の許可を必要としないが，

下請させる場合は運搬業の許可を得た業者とする。

○第１３条関係

マニフェスト（積荷目録）は，排出事業者がその処理を委託した産業廃棄物の流れを自ら把握すること，産業廃棄

物の性状等に関する情報を正確に伝達することによって，不法投棄等の不適正処理の防止，産業廃棄物の処理過程に

おける事故の防止等を図るために作成された様式であり，積荷目録の管理を通じて産業廃棄物の流れを管理すること

をマニフェストシステムという。

７－４ 再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書の記入方法

１）工事種別

工事種別は，下記の工事区分及び工事種別による。

① 工事区分

公共土水，公共建築

② 工事種別

ア．土木工事

河川，砂防，ダム，道路，下水道，港湾，公園，区画整理工事等

イ．建築工事

新築（改築等含む ，解体工事）

２）施工条件の内容

再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書に記入する発注者から示された施工条件の内容は，各々の計画書

の内容に直接関係するもののみとする。

３）土砂及び建設発生土の量

① 再生資源利用計画書における土砂の量は締固め土量とする。

② 再生資源利用促進計画書における建設発生土の量は地山土量とする。

４）特記事項

① 再生資源利用計画においては，次の事項等を特記する。

ア．近傍の再資源化施設等の状況（近傍で施設が無く利用できない，あっても施設の供給量が小さく利用で

きない等の状況）

イ．その他再生資源の利用に対する努力事項（発注者への進言内容，土砂の仮置利用等）

② 再生資源利用促進計画においては，次に事項等を特記する。

ア．近傍の再資源化施設等の状況（近傍に施設が無く利用困難，あっても施設の受入量が小さく利用困難等

の状況）
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イ．分別，破砕等に関する事項（分別の方法，破砕の程度等）

ウ．周辺の環境保全に関する事項

エ．建設発生土の区分の調査方法
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2006846ka
タイプライターテキスト

2006846ka
長方形

2006846ka
ノート注釈
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発生材処理方法の選定手順
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請負者から自社最終処分場に処理したいとの

申請があった場合の変更手順
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最 終 処 分 場 の 種 類

最終処分場には，次の３種類がある。

( ) しゃ断型最終処分場1

( ) 安定型最終処分場2

( ) 管理型最終処分場3

図７－１ しゃだん型最終処分場

しゃ断型最終処分場は，有害な燃えがら，ばいじん，汚泥，鉱さい，１３号廃棄物を埋立処分する施設。

図７－２ 安定型最終処分場
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安定型最終処分場は，廃プラスチック類，ゴムくず，金属くず，ガラスくずおよび陶磁器くず，建設廃材，環境庁

長官及び厚生大臣が指定する産業廃棄物を埋立処分する施設。

図７－３ 管理型最終処分場

， （ 。）， ， ， ， ， ，管理型最終処分場は 廃油 タールピッチ類に限る 紙くず 木くず 繊維くず 動物性性残渣 動物のふん尿

動物死体及び無害な燃えがら，ばいじん，汚泥，鉱さい，１３号廃棄物を埋立処分する施設。
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